子どもの権利を生かす自治体とアジア諸国の教育政策・子ども施策の実践的な比較研究 by 松倉 聡史 et al.











































写真 1 2017年3月4日「子どもの権利研究会」での対談 
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民法の成人年齢は 20 歳のままでもあり、18 歳＝成人という声には反対も多い（少年法の分野では、少年の

















18 歳未満の者が満 18 歳以上の者に対して、自分が支持または評価している特定の政党や候補者に投票する
ことを呼びかけたり、支持するよう理解を求めたりする場合は選挙運動と認められる可能性がある。（公職























































































































































写真 3 山野良一社会保育学科教授の基調報告 








































 2017年 3月 19日～22日に本学の松倉と黄教授が韓国の光州市教育庁を訪ね、教育監との面談、児童生徒
人権政策関係者との懇談会、ブルンクム創作学校、青少年ライフデザインセンターなどの子ども支援関連機
関を訪問する予定である。また、光州市の子どもにやさしいまちづくり事業の関係者・子ども議会の事務局
をも訪ねる予定であり、その成果をも報告したい。 
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